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１．はじめに  

 低レベル放射性廃棄物の余裕深度処分施設におけるセメン

ト系人工バリアの材料として低熱ポルトランドセメントとフ

ライアッシュ，膨張材を適用したコンクリートおよびモルタ

ル[1]の使用を検討している．ここでは，人工バリアのセメン

ト系材料に関する今後の品質管理検査方法の検討等に資する

ことを目的とし，使用が検討されているコンクリートおよび

モルタルの材齢 1 年までの諸特性を前報（その１）[2]に引き

続き報告する． 

２．試験概要 

 前報に引続き，品質管理試験と実規模試験体の上部と下部

からコア抜きを行なった供試体（現場採取試験），既報[1]の室

内試験結果の材齢 1 年までのデータを比較検討した．  
３．試験結果と考察 

3.1 空隙率と圧縮強度 

モルタルの圧縮強度と全空隙率，6，10，20，30，50nm 以

上の空隙率との関係を検討した．一例として，圧縮強度と全

空隙率，10，30nm 以上の空隙率との関係をそれぞれ図-1～3

に示す．検討した区分径では図-2 に示す 10nm 以上の空隙率

と圧縮強度の相関が最も高かった．山本のフライアッシュの

反応性の研究[3]によれば 20nm を境界としてそれより小さい

孔径の空隙は増加し，20nm 以上の孔径の空隙は減少すること，

ならびに 20nm 以上の空隙率と圧縮強度との負の相関が良い

ことが示されている．本モルタルとコンクリートにおいては，

この境界径が 10nm に近いこと等が圧縮強度との相関が最も

高かった一因と考えている． 

3.2 空隙率と拡散係数 

図-4 は，モルタルの拡散試験開始時の全空隙率とトリチウ

ムの実効拡散係数（以降，拡散係数）の関係を示したもので

あり、図中の実線および破線は、それぞれ安田らの研究[4]に

よる普通ポルトランドセメントを単身で用いた場合(OPC)、
フライアッシュを 20%混合したセメントを用いた場合 
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図-1 全空隙率と圧縮強度 
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図-2 10nm 以上空隙率と圧縮強度 
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図-3 30nm 以上空隙率と圧縮強度
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(FA20)の近似式を示したものである。今回のモル

タルの場合、フライアッシュを 30%混合した低発

熱ポルトランドセメントを用いているが、全空隙

率と拡散係数の関係は、安田らの研究の FA20 よ

り小さい傾向が認められ，既往の知見と整合して

いる． 
図-5 には、材齢 1 年の拡散係数を除く、これま

でに取得した拡散係数と拡散試験に供した試験期

間（以降，拡散試験期間）とを示した。材齢と無

関係に全てのデータが 1E-13 m2/s～1E-12 m2/s
の間にあり、拡散試験期間が長期にわたる供試体

のデータは 2～3E-13m2/s の間にあることが分か

る。このように拡散試験期間が長期にわたる場合

には、拡散試験供試体の空隙率も試験期間中の水

和により変化している可能性がある。このため、

ここでは拡散試験供試体の空隙率の変化を積算温

度から算定することを試みた。拡散試験期間は

20℃一定と考えて積算温度を求め、前報（その１）

の積算温度と空隙率の関係から拡散試験期間終了

時点の空隙率（以降、算定空隙率）を求めて，こ

の算定空隙率と拡散係数との相関を検討し図-6 に

示した．図-6 より拡散係数は、全空隙よりも、圧

縮強度との相関が高い 10nm 以上の空隙率との相

関が高いことがわかる． 
４．まとめ  

(1)圧縮強度と空隙率との相関は 10nm 以上の空隙

率が最も高い． 

(2)長期にわたり試験を行った拡散係数は 2～
3E-13 m2/s の間にある． 
(3)拡散係数は全空隙よりも 10nm 以上の空隙率と

の相関の方が高い． 
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図-4 全空隙率と実効拡散係数 
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図-6 算定空隙率と実効拡散係数 
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